
議案第１２号

和光市介護保険条例の一部を改正する条例を定めることについて

和光市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。

和光市介護保険条例の一部を改正する条例

和光市介護保険条例（平成１２年条例第２５号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正

後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改

正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（保険料率） （保険料率）

第７条 令和６年度から令和８年度までの各年度に
おける保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保
険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額
とする。

第７条 令和３年度から令和５年度までの各年度に
おける保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保
険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額
とする。

⑴ 令第３９条第１項第１号に掲げる者 ３３，
１６０円

⑴ 令第３９条第１項第１号に掲げる者 ３２，
７３０円

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４９，
３９０円

⑵ 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４９，
０９０円

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４９，
７４０円

⑶ 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４９，
０９０円

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６３，
５００円

⑷ 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５８，
９１０円

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７０，
５６０円

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６５，
４６０円

⑹ 次のいずれかに該当する者 ８８，２００円 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ８１，８２０円

ア・イ（略） ア・イ（略）

⑺ 次のいずれかに該当する者 ９８，７８０円 ⑺ 次のいずれかに該当する者 ９１，６４０円

ア・イ（略） ア・イ（略）

⑻ 次のいずれかに該当する者 １１６，４２０
円

⑻ 次のいずれかに該当する者 １０８，０００
円

ア・イ（略） ア・イ（略）

⑼ 次のいずれかに該当する者 １３４，０６０
円

⑼ 次のいずれかに該当する者 １２４，３７０
円

ア・イ（略） ア・イ（略）

⑽ 次のいずれかに該当する者 １５１，７００
円

⑽ 次のいずれかに該当する者 １４０，７３０
円

ア・イ（略） ア・イ（略）

⑾ 次のいずれかに該当する者 １６９，３４０
円

⑾ 次のいずれかに該当する者 １５７，１００
円

ア・イ（略） ア・イ（略）

⑿ 次のいずれかに該当する者 １９０，５１０
円

⑿ 次のいずれかに該当する者 １７６，７４０
円



附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の和光市介護保険条例第７条の規定は、令和６年度分の保険料から適用し、令

和５年度以前の保険料については、なお従前の例による。

令和６年２月２２日提出

和光市長 柴﨑 光子

ア・イ（略） ア・イ（略）

⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 ２１１，
６８０円

⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 １９６，
３８０円

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての
保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年
度までの各年度における保険料率は、同号の規定
にかかわらず、２１，１６０円とする

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての
保険料の減額賦課に係る令和３年度から令和５年
度までの各年度における保険料率は、同号の規定
にかかわらず、１９，６３０円とする。

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被
保険者についての保険料の減額賦課に係る令和６
年度から令和８年度までの各年度における保険料
率について準用する。この場合において、前項中
「２１，１６０円」とあるのは、「３５，２８０
円」と読み替えるものとする。

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被
保険者についての保険料の減額賦課に係る令和３
年度から令和５年度までの各年度における保険料
率について準用する。この場合において、前項中
「１９，６３０円」とあるのは、「３２，７３０
円」と読み替えるものとする。

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号
被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和
６年度から令和８年度までの各年度における保険
料率について準用する。この場合において、第２
項中「２１，１６０円」とあるのは、「４９，３
９０円」と読み替えるものとする。

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号
被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和
３年度から令和５年度までの各年度における保険
料率について準用する。この場合において、第２
項中「１９，６３０円」とあるのは、「４５，８
２０円」と読み替えるものとする。

（賦課期日後において第 1号被保険者の資格取得、
喪失等があった場合）

（賦課期日後において第 1号被保険者の資格取得、
喪失等があった場合）

第９条（略） 第９条（略）

２（略） ２（略）

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号
イ（同イに規定する老齢福祉年金の受給権を有す
るに至った者及び同イ（１）に係る者を除く。）、
ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ、
第５号ロ又は第７条第１項第６号イ、第７号イ、
第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、
若しくは第１２号イに該当するに至った第１号被
保険者に係る保険料の額は、当該該当するに至っ
た日の属する月の前月まで月割りにより算定した
当該被保険者に係る保険料の額と当該該当するに
至った日の属する月から令第３９条第１項第１号
から第５号まで又は第７条第１項第６号から第１
２号までのいずれかに規定する者として月割りに
より算定した保険料の額の合算額とする。

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号
イ（同イに規定する老齢福祉年金の受給権を有す
るに至った者及び同イ（１）に係る者を除く。）、
ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ又
は第５号ロに該当するに至った第１号被保険者に
係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属
する月の前月まで月割りにより算定した当該被保
険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日
の属する月から令第３９条第１項第１号から第５
号までのいずれかに規定する者として月割りによ
り算定した保険料の額の合算額とする。

４（略） ４（略）



提 案 理 由

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２９条第３項の規定に基づき介護保険料等

の改正を行いたいので地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出する

ものである。


